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1. 平成30年3月期第2四半期の連結業績（平成29年4月1日～平成29年9月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年3月期第2四半期 6,325 △5.4 832 △47.2 385 △57.3 722 △29.1

29年3月期第2四半期 6,683 10.1 1,576 94.6 901 161.3 1,019 ―

（注）包括利益 30年3月期第2四半期　　1,000百万円 （△29.0％） 29年3月期第2四半期　　1,409百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

30年3月期第2四半期 189.07 ―

29年3月期第2四半期 266.65 ―

当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して、
「１株当たり四半期純利益」を算定しております。

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

30年3月期第2四半期 61,963 10,325 16.7

29年3月期 63,545 9,554 15.0

（参考）自己資本 30年3月期第2四半期 10,325百万円 29年3月期 9,554百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

29年3月期 ― ― ― 6.00 6.00

30年3月期 ― ―

30年3月期（予想） ― ― ―

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。平成29年３月期については、当該株式併合前の実際の配当の額
を記載しております。

平成30年３月期の配当予想額につきましては、現時点では未定です。

3. 平成30年 3月期の連結業績予想（平成29年 4月 1日～平成30年 3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 12,300 △6.1 1,900 △15.9 1,000 △24.9 1,200 64.7 313.81

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。平成30年３月期の連結業績予想における１株当たり当期純利益
については、当該株式併合の影響を考慮しております。詳細については、「業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項」をご覧ください。



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（注）詳細は、添付資料８ページ「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（四半期連結財務諸表の作成に特有
の会計処理の適用）」をご覧ください。

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

②①以外の会計方針の変更 ： 無

③会計上の見積りの変更 ： 無

④修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年3月期2Q 3,825,000 株 29年3月期 3,825,000 株

② 期末自己株式数 30年3月期2Q 1,067 株 29年3月期 1,067 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 30年3月期2Q 3,823,933 株 29年3月期2Q 3,824,031 株

（注）当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと
仮定して、「期末発行済株式数」、「期末自己株式数」及び「期中平均株式数」を算定しております。

※四半期決算短信は四半期レビューの対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その
達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及
び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料２ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報」をご覧ください。

（株式併合後の配当及び連結業績予想について）

　当社は、平成29年6月29日開催の第87回定時株主総会において、株式併合について承認可決され、平成29年10月１日を効力発生日として、普通株式10株に
つき１株の割合で株式併合を行っております。なお、株式併合考慮前に換算した連結業績予想は以下のとおりとなります。

　平成30年３月期の連結業績予想

　　　１株当たり当期純利益　　通期　　31円38銭
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 

当第 2 四半期連結累計期間におけるわが国経済は、設備投資に一服感がみられたものの、堅

調な雇用・所得情勢を背景に、個人消費が引き続き底堅く推移するなど、緩やかな回復が続き

ました。海外では、米国経済が、製造業を中心に景況感が改善するなど、引き続き回復傾向と

なった一方、中国経済は、政府によるこれまでの景気抑制策の効果により、減速の兆しが見ら

れました。その他、北朝鮮のミサイル発射問題に絡む米朝間の緊張の高まりなどもあり、景気

の先行きには依然として不透明感が残る状況です。 

 

海運市況は、大型原油船（ＶＬＣＣ）につきましては、期首に長距離航路になる西アフリカ

積み中国向けの成約があり、船腹需給を引き締め WS70 台まで上昇しましたが、各国製油所の定

期修理により市況が低調に推移する時期であることに加え、ＯＰＥＣの協調減産などで輸送需

要が減退している他、新造船が流入する一方で解撤は少なく、船腹供給圧力が強いことが要因

となって市況を押し下げ、５月以降は WS50台で推移しました。第２四半期に入っても船腹需給

は緩く、また 15 歳以上の老齢船が多いことも市況の足枷となり WS30 台まで下落しました。石

油製品船（ＬＲ２やＭＲ）や大型ＬＰＧ船（ＶＬＧＣ）も船腹過剰により半期を通じて市況は

低迷いたしました。ばら積船につきましては、新造船の供給圧力が徐々に弱まり、夏場にケー

プ型市況が$20,000 台を付け、パナマックス型やハンディマックス型の市況も$10,000 台を回復

しました。 

 

こうした経営環境の中、当社グループは大型タンカーを中心とする長期貸船契約を主体に安

定した経営を目指しており、また、各船の運航効率の向上と諸経費の節減にも全社を挙げて努

めております。 

当期においては、４月にＶＬＧＣ“LEGEND PRESTIGE”が竣工し、６月にはＶＬＣＣ１隻の取

得契約（平成 31 年 10～12 月竣工予定）を締結した一方、８月に高齢のＶＬＣＣ“TAIZAN”

を譲渡するなど、船隊構成の整備・拡充に取り組んでまいりました。 

なお、10 月には新たにばら積船１隻の取得契約（平成 30 年 3 月竣工予定）を締結してい

ます。 

この結果、当第 2 四半期連結累計期間の経営成績は以下のとおりとなりました。 

 

海運業収益は本年 4 月に竣工したＶＬＧＣが稼働しましたが、TAIZAN の不稼働と為替の影響

等により 63 億２千５百万円（前年同四半期比３億５千８百万円減）となりました。営業利益は

海運業収益が減少したのに加え、ＶＬＧＣが竣工したこと、TAIZAN の滞船等により船費が増加

したこと等により８億３千２百万円（前年同四半期比７億４千３百万円減）、経常利益は３億８

千５百万円（前年同四半期比５億１千６百万円減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は TAIZAN

の売船益等の増益要素はあったものの、法人税等の増加により７億２千２百万円（前年同四半期

比２億９千６百万円減）となりました。 

 

共栄タンカー㈱（9130） 平成30年3月期 第2四半期決算短信

2



(２）財政状態に関する説明 

   資産、負債及び純資産の状況 

当第 2四半期連結会計期間末の資産の部は、前連結会計年度末に比べ 15 億８千１百万円減少

し 619 億６千３百万円となりました。流動資産は、現金及び預金の減少等により 14 億５千２百

万円減少し 37 億５千８百万円となりました。固定資産は、新造船の竣工により建設仮勘定が減

少し船舶が増加したものの、一方で減価償却の進捗及び売船により船舶が減少したこと等により

１億２千９百万円減少し 582 億５百万円となりました。 

負債の部は、借入金の減少等により前連結会計年度末に比べ 23億５千２百万円減少し 516億

３千８百万円となりました。 

純資産の部は、利益剰余金の増加等により前連結会計年度末に比べ７億７千万円増加し 103

億２千５百万円となりました。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

連結業績予想につきましては、平成 29 年５月 12 日の「平成 29年 3月期 決算短信〔日

本基準〕（連結）」で公表いたしました平成 30年３月期の通期業績予想に変更はありません。 
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成29年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 4,327,257 3,148,626 

海運業未収金 8,359 － 

立替金 15,247 18,017 

貯蔵品 231,854 237,157 

繰延及び前払費用 27,873 23,291 

繰延税金資産 127,953 － 

その他流動資産 472,251 331,354 

流動資産合計 5,210,798 3,758,447 

固定資産    

有形固定資産    

船舶（純額） 49,426,533 54,111,809 

建物（純額） 19,422 18,468 

土地 47,971 47,971 

建設仮勘定 8,062,112 2,986,777 

その他有形固定資産（純額） 13,177 12,498 

有形固定資産合計 57,569,217 57,177,526 

無形固定資産 16,949 13,737 

投資その他の資産    

投資有価証券 635,830 777,305 

その他長期資産 113,628 237,569 

貸倒引当金 △730 △730 

投資その他の資産合計 748,729 1,014,144 

固定資産合計 58,334,896 58,205,408 

資産合計 63,545,695 61,963,855 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成29年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

海運業未払金 597,749 96,498 

短期借入金 8,359,495 9,925,356 

未払費用 66,850 79,151 

未払法人税等 542,703 209,974 

繰延税金負債 － 131,192 

賞与引当金 50,350 48,881 

役員賞与引当金 9,769 3,458 

その他流動負債 1,153,368 1,227,723 

流動負債合計 10,780,286 11,722,235 

固定負債    

長期借入金 40,174,483 36,931,882 

繰延税金負債 348,280 557,113 

特別修繕引当金 948,095 947,477 

退職給付に係る負債 239,408 193,213 

その他固定負債 1,500,387 1,286,337 

固定負債合計 43,210,656 39,916,024 

負債合計 53,990,943 51,638,260 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,850,000 2,850,000 

資本剰余金 518,694 518,694 

利益剰余金 7,036,140 7,529,679 

自己株式 △2,919 △2,919 

株主資本合計 10,401,915 10,895,454 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 175,718 273,873 

繰延ヘッジ損益 △1,022,881 △843,733 

その他の包括利益累計額合計 △847,163 △569,859 

純資産合計 9,554,752 10,325,595 

負債純資産合計 63,545,695 61,963,855 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

海運業収益 6,683,843 6,325,368 

海運業費用 4,702,358 5,105,369 

海運業利益 1,981,485 1,219,998 

一般管理費 404,759 387,209 

営業利益 1,576,725 832,789 

営業外収益    

受取利息及び配当金 11,247 11,478 

デリバティブ評価益 29,512 24,467 

その他営業外収益 28,647 5,381 

営業外収益合計 69,406 41,327 

営業外費用    

支払利息 512,458 481,085 

為替差損 226,102 3,954 

その他営業外費用 5,704 3,585 

営業外費用合計 744,265 488,624 

経常利益 901,867 385,491 

特別利益    

船舶売却益 － 885,856 

特別利益合計 － 885,856 

税金等調整前四半期純利益 901,867 1,271,347 

法人税等 △117,828 548,372 

四半期純利益 1,019,695 722,975 

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,019,695 722,975 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

四半期純利益 1,019,695 722,975 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 23,417 98,155 

繰延ヘッジ損益 366,434 179,148 

その他の包括利益合計 389,852 277,303 

四半期包括利益 1,409,548 1,000,278 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 1,409,548 1,000,278 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

   該当事項はありません。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

   該当事項はありません。 

 

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用） 

 （税金費用の計算） 

  税金費用については、第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利

益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該

見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用

を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法に

よっております。 

  なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 
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